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－－日本と台湾の編集者に着目して－－
陳　　虹䓋
はじめに
終戦前、日本本土以外の植民地や占領地など様々な地域で日本語教育が施されていた。1937（昭和
12）年 7月に日中戦争が勃発し、戦争の影響や国際情勢の変化に伴い、これらの「外地1）」用教科書
の編集をめぐる状況も大きく変わってきた。1939（昭和 14）年 6月 20～22 日に、「外地」における
日本語普及政策をテーマとする国語対策協議会が開催され、各地の教育者代表と教科書編修担当者が
集った。会議では具体的な結論が出なかったが、外地での国語教育実施のための統一調査機関を設置
するなどの決議が採択された2）。そして、第一回協議会で浮き彫りにされた様々な問題を受け、1941
（昭和 16）年 1月 20～23 日に二度目の国語対策協議会が開かれた。国語対策協議会の開催により、
「内地（日本本土）」と「外地」の国語教育関係者や教科書編集者たちが初めて集まり、お互いの意
見を述べる機会ができた。一方、この会議を経て、内地と外地の編集者たちの間に存在する認識や考
え方の相違も明らかとなった。
本研究では、当時台湾総督府の代表として会議に参加した編修官（のち編修課長）加藤春城と文部
省編修課長代理（のち編修課長）井上赳に注目し、両者の発言内容や外地用日本語教科書の編集に対
する意見についての分析を行い、それぞれの考え方やその後の教科書編集に与えた影響を明らかにす
る。
１．文部省編修官井上赳と台湾総督府編修官加藤春城について
まず井上赳についてみてみよう。井上赳は東京帝国大学卒で、鹿児島第七高等学校の講師や教授な
どを経て 1921（大正 10）年 8月に文部省図書監修官に任命された。1925（大正 14）年 7月に欧米各
国の言語教育を視察するため、一年間の海外主張を命じられた。この経験は後日彼の日本語教科書編
集に大きな影響を与えている。1931～1937（昭和 6～12）年に第四期の国定国語教科書の編集を担当
し、カラー印刷など新しい編纂手法を取り入れた。1936（昭和 11）年 12 月に井上は文部省図書局編
修課長代理を任命され、1938（昭和 13）年に「外地」用日本語教科書の編纂や標準語などの問題に
取り組み始めた。1939（昭和 14）年に第一回国語対策協議会が開かれたあと、1940（昭和 15）年の
4月に国民学校用の新国定国語教科書の編集が始まった。同年 7月に井上は正式に図書局編修課長に
なり、1944（昭和 19）年 6月 8日に退官するまでに二十数年間国語読本の編集に携わり続けた。
一方、台湾総督府の編修官加藤春城3）日本の師範学校など正規的なルートを通さず、試験検定で尋
常小学校の正教員免許を取得した。1906（明治 39）年に台湾国語学校師範部甲科に入学し、1908（明
治 41）年に卒業してから国語学校、附属公学校、一般公学校、中学校などの教職を経て、教育現場
での教職経験を積みながら、台湾総督府の編修書記や台湾教育会会誌の編輯事務なども勤めた。その
後、昭和期から台湾総督府編修官に任ぜられ、1938（昭和 13）年に編修課長に就任し、退職するま
で 27 年間にわたって台湾の教科書編纂に従事していた。彼は編修課長としての在任期間中、台湾の
第四期と第五期の初等教育用国語教科書をはじめ、台湾の各教育機関用の教科書編纂に数多く携わっ
てきた。退職後は総督府の嘱託となり、教科書の印刷を主とする印刷会社を設立した。
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井上と加藤は年齢が近く、同じ中国地方出身で教職出身の父親を持つが、一人は帝大卒の内地編修
官、もう一人は台湾師範学校出身の植民地官僚である。植民地の日本語教育に長年携わっていた山口
喜一郎は第一回の国語対策協議会で、教科書の編集者たちについて「大体皆大学ヲ出、高等師範ヲ出」
てから編修官になり、実際の教育経験を殆ど持っていないと指摘した4）。この点からみると、井上は
山口が言う「大学を出て、高等師範を出て」編修官になった教科書編集者であり、加藤春城は実際の
教育経験を積み重ねてきた実務派の教科書編集者であることがわかる。このような経歴の違いも二人
の教科書編纂に影響を与えていた。
２．初めての交流－－第一回国語対策協議会
第一回国語対策協議会開催三日目の 1939（昭和 14）年 6月 22 日に、井上赳は文部省編修課長代理
として、文部省が作成した「日本語教科書編纂二関スル方針（案）」を発表し、内容についての説明
を行なった。その後、参加者が意見を述べる時間が設けられ、様々な意見や議論が議事録に残されて
いた。この記録は井上と加藤が同じ場において教科書編集について意見を交換した唯一の資料でも
あった。次は議事録を通して内地と外地の官僚たちの考えの違いと教科書編集に対する主張を比較し
てみよう。
（1）「内地」と「外地」に対する認識の食い違い
「国語対策協議会」は現有の植民地や占領地から教育関係者を召集して今後の日本語普及策につい
て討議する会であったが、会議の中で「外地」に対する定義は参加者たちの立場によって明らかに違っ
ていた。例えば、加藤は協議会の三日目に「外地」用日本語教科書について意見を述べる前に、今回
の協議「対象トシテノ地域ニハ外地ト申シマスト詰リ台湾、朝鮮、関東州、南洋、斯ウ云フ所ハ含マ
ナイデ、満州事変ニ依ツテ起ツタ所ノ新興満州国トカ、今度皇軍ガ占拠シマシタ支那ノ大部分ノ地域
トカ、或ハ「タイ国」トカ其ノ他ノ国々、延イテハ海外諸国（下線は陳、以下同）、斯ウ云フ風ニ解
釈ヲ致シテ居ツタ5）」と強調し、台湾はもちろん、朝鮮、関東州、南洋は単なる「外地」ではないと
主張していた。そして、「一昨日来各位ノ御発表ヲ伺ツテ居リマスト、是ハ私ガ了解致シテ居リマス
ト同様ナ御見解デハナイヤウニモ伺マシテ、私ハ迷ツテ来タノデアリマス」と、困惑の色を示した。
加藤はこの協議会で、すでに数十年間日本の統治下に置かれ、日本語教育を施されてきた台湾や朝
鮮でも、満州などの新領地と同様に「外地」だと思われていることに気づかされた。台湾や朝鮮の日
本語教育に貢献してきた国語教育学者の山口喜一郎もこの協議会において、長年植民地での日本語教
育に尽力して来た日本人教育者たちの努力はなかなか「内地」に認めてもらえない現実について嘆い
ていた6）。この状況から、協議会が開催されるまで、文部省は外地における日本語教育に殆ど無関心
であることがわかる。よって、この初めての集会で述べられた様々な意見も内地と外地の教育者たち
の意見の相違点を知る重要な記録となる。
（2）日本語教科書の編集方針について
日本語教科書の編集をテーマとする討議では、井上赳は文部省代表として「日本語教科書編纂二関
スル方針（案）」を発表し、その内容は次の五つの要項で構成されている。
「一、標準日本語ヲ普及セシム」：東京における中流の教養ある社会に使われる言葉を基本とし、特
に発音やアクセントに留意する。
「二、日常生活ニ必須ナル基本的日本語ノ普及をヲ以テ第一トシ、進ンデハ日本文化ノ理解ニ及ボサ
シム」。
「三、言語第一主義トシ、言語ノ会得ニ伴ヒテ文字（片仮名、平仮名、平易ナル漢字）ヲ授ケ、読ミ
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書ク能力ヲモ修得セシム」：海外においては特に「日常生活に必須な日本語」を重視し、聞く
能力と話す能力を中心とする「音声言語」を第一とする。
「四、標準日本語普及ノタメニハ、教科書及ビ会話書を編纂ス」。
「五、日本語教科書ノ編纂ハ、日本精神、日本文化ノ宣揚ト密接不離ナル関係アルハ言ヲ俟タザルヲ
以テ、国定教科書編纂ノ精神ト一如タラザルベカラズ、コレ本省ガ進ンデソノ編纂ニ当ラント
スル所以ニシテ、コレヲ以テ外地ニ於ケル種々ナル教科書ニ対シテ一ノ標準ヲ示サントスルモ
ノナリ」
上述の要項から、文部省はこれまで「外地」で使われる日本語教科書が各地において作られたもの
であるが、その殆どは国定教科書を真似て作られたものだと考えている。故に井上が代表する文部省
側が統一の外地用日本語教科書を編集すべきだと主張した7）。しかし、その井上の発言に対し、各地
の編集者代表は積極的に賛同することがなかった。その中でも加藤は直接に反対だと明言しなかった
が、外地用日本語教科書編集の特殊性を逐一に説明してから個人の意見を付け加え、間接的に文部省
が提出した案の不足を指摘した。次は国定教科書の外地での適用性、教授法と教科書の編纂手法など
三つの視点から、加藤の考え方と文部省の案の相違点について説明したい。
① 「内地」用教科書＝国定教科書の適用について8）
国定教科書は「外地」に適用しないという主張について、加藤と文部省の意見はほぼ一致している。
しかし、文部省による「一ノ標準」の提示について、加藤は賛同しなかった。井上の説明によれば、
日本精神と文化を宣揚するために、外地の教科書は「国定教科書編纂ノ精神ト一如タラザルベカラズ」
とあるが、その編纂精神などについて具体的に言及することはなかった。実務重視の加藤にとって、
教科書の編集には教育対象とその対象が置かれる特殊な環境や特殊な事情などを配慮することが基本
であり、ただ一つの教科書で通用するものではなかった。彼は早急に統一の編纂基準を定めるより、
各地域でそれぞれ当地に適合する教科書を作成し、時間をかけて経験と修正を重ねてから各地域に適
用する基準を発展させるべきだと考えた。なお、同じ言語の各地域の間に編纂基準をお互い適用する
ことも可能だと主張する。例えば、すでに広東省で編纂された教科書は、将来中国で取得した新領土
で使用することが可能である。
② 教授法について9）
井上の説明では教授法について多く言及しなかったが、海外での日本語教育には「音声教育」が重
要だと強調していた。この点に対し、加藤は台湾での経験に基づき、「直接法」と話し方中心の練習
を基本とする教授法を主張する。加藤によれば、一般の下層労働者には殆ど教科書が要らない程度の
日本語能力を必要とするため、「話し方」の訓練が最も重要である。正式の教科教育においても最初
の数週間は教科書を使わずに「話す」ことだけを覚えるのが最も実用的だと言う。加藤は外地におけ
る日本語教育の問題は教科書ではなく、「教授法」の優劣にあると強調し、故に最も重要なのは「教
授書」の作成だと主張した10）。朝鮮の代表も教授書について言及してが、単に教授上の補充としてお
り、教授法との関連性やその重要性を強調しなかった11）。
③ 教科書の編纂について
まずは教材の採択について、加藤の意見では分量を軽くすることが大事だと言う12）。教材内容につ
いて、最初は土地に即した直観材料と当地に密接した生活材料を用い、「直接法」教授法によって教
育効果を出すべきだと主張する。例えば、台湾ではうれしいや悲しい等の感情的な表現を教えること
に困難を感じないのが、「直接経験」による教授を重視しているからである。
ここまでの加藤の発言から、彼が主張する基準はほとんど初級日本語教育向けのものであることが
わかる。その理由は加藤の台湾以外の「外地」での日本語教科書編纂経験にある。協議会に出席する
前に、彼は広東省や海南等など支那の占領地の日本語教科書編集に携わっていた。これらの地域は台
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湾や朝鮮のように完備した初等教育制度がなく、教育対象も学齢児童に限らないため、日本語教育に
求められるのは精神教育と労働力に使える速成効果である。加藤は難しい精神教育の教材よりも、初
級から日本語の基礎を教えることが大事だと主張し、段階的に聞くや話す能力を身につけてから、高
度な内容へ進むのが最も効果的だと考えた。
この加藤の初級教材に対する主張について、後ほど井上も賛同の意見を示したが、その教材を構成
する最も基本となる「標準語（言葉、発音、アクセント）」問題について、井上は文部省の代表とし
て、外地の編集者たちの意見を受け入れることがなかった13）。日本語を共栄圏の共通語として広める
前に、まず「標準語」の問題を解決しなければならないと考えたからである。前述した文部省の編纂
方針案にも、標準語の問題を一番目の要項として扱うことから、その重要性が明らかである。ただ、
文部省の方針案では、東京における中流の教養ある社会で使われている言葉を「標準語」としている
が、方言の影響などで参加者全体の賛同を得ることがまだできなかった。その中、朝鮮総督府代表の
森田梧郎は、標準語が確立しない状況では教科書の編集に困難を感じるため、文部省が編纂する読本
と標準語の辞書を要望していた14）。これに対し、加藤は現有の日本語辞書や辞典で十分であり、台湾
では困っていないと発言した。加藤によれば、「発音、「アクセント」、標準語、斯ウ云フヤウナコト
ハ決シテ軽視スベキ問題デハナイ、全ク大事ナ問題デアリマスケレドモ」、今日解決しなくても、辞
書や辞典を使って教科書を編集することができるという15）。要は編集者たち「皆相談ノ上」で解決す
ることが重要である。また、発音とアクセントの矯正に関しも、加藤は発音とアクセントなどは長時
間の練習が必要であり、教科書にアクセントの記号を示すだけで解決できる問題でないと述べている。
彼は台湾での経験に基づき、最初から機械的に一つ一つの言葉の発音を反復しても、まとまった言葉
で話すときはまたずれてしまうから、最も有効的対策は教室で話すときや本を読むときに、直接学生
の発音とアクセントを厳密に矯正することだと主張した16）。つまり、加藤は仮名遣い以外に、教科書
の表記は内地と同じ様式で十分だと考えている。
このような加藤の意見に対し、文部省代表の井上赳は「標準語ノ具体化」は文部省が熟慮したうえ
で決めた方針であることを強調し、現地の実際状況に順応する考えに同意しなかったのである17）。
次は教科書で使われる仮名遣いについてである。外地の日本語教科書で使う仮名遣いは歴史的仮名
遣いにすべきか、表音式仮名遣いにすべきかについて、文部省は協議会で「外地」の教科書は国定本
に従い、「歴史的仮名遣い」にすべきだと主張するが、加藤を含めた外地代表たちは「表音式仮名遣
い」を採用すべきだと反対の意見が多かった18）。台湾での日本語教科書は初級から歴史的仮名遣いを
使っているが、広東特務機関の依頼で台湾総督府が編集した広東用の日本語教科書は表音式仮名遣い
を採用した。編集に直接携わっていた加藤によれば、広東で使う教科書は中国語文字と漢字の発音が
似ている点等を利用し、表音式仮名遣いを採用することとなった。特に統治初期には日本語教育の即
効性が求められるため、台湾の植民地統治初期と同じように表音式仮名遣いを使うことが適切だと加
藤は考えた19）。最後に、挿絵教材の使用について、加藤はなるべく立派なものを採択すべきだと主張
し、井上の意見とほぼ一致する20）。
全体的に言えば、加藤は台湾での日本語教育経験はこれから「大東亜共通語」としての日本語を普
及するのに最も重要な参考だと考え、各地域に合わせて教科書を編纂すべきだと主張している。ほか
の外地代表もそれぞれ各自の経験から現地に順応する編纂方針や解決策が必要だと主張している。し
かし、文部省代表の井上は細部の編纂手法などに関する外地代表たちの発言に賛成しつつも、文部省
から統一した基準を定めるという基本姿勢を崩さなかった。すでにイ・ヨンスクの研究で指摘されて
いるように、第一回の国語対策協議会で露呈されたひとつの対立は、「あくまで「内地」用の教科書
が「外地」でも基本となるべきだとする文部省の立場と、教科書はむしろ現地で編纂した方が教育上
の効果があがるとする「外地」の立場との対立」である21）。第一回協議会も最後の結論がまとまらな
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いままに終わった。
（3）第二回国語対策協議会
文部省は 1941（昭和 16）年 1月 20－23 日に二度目の国語対策協議会を開催した22）。今回の協議会
では第一回会議の問題は繰り返されたが、外地にいる日本人たちの日本語も方言の影響が強いという
不満な声もあがった。結局「東京における中流の教養ある社会に使われる言葉」を標準語とする文部
省の主張は相変わらず同意を得ないに二回目の協議会も終わった。また、イ・ヨンスクの研究によれ
ば、今度の会議では「「内地外地」では「国語教育」が、「海外」では「日本語教育」がほどこされる
ことになっている23）。このような使い分けは、各地の代表たちもはっきり意識」するようになり、特
に朝鮮と台湾の代表は、「日本語」をしりぞけ「国語」に固執した」という。「日本語」という言葉を
使うことは、自分たちが台湾や朝鮮での努力がいまだ「内地」に認められていないと感じさせたこと
がうかがわれる。
（4）協議会後の第五期の国定国語教科書に現れた変化
国語対策協議会後、日本内地の第五期国語教科書は国民学校制度への移行と伴い、第一回協議会後
の 1940（昭和 15）年 4月以降に井上の主導で編集作業が始められた。協議会での標準語の議論や戦
争の影響で、その内容や編集手法にも変化が見られた。その中で特に一年生が使う第一冊目の『ヨミ
カタ巻一』に注目したい。
第四期の国語教科書は「サクラ読本」とも呼ばれ、井上がドイツやアメリカの教科書からヒントを
得て作った言葉のリズムを重視した教科書である。巻一の最初の教材は全ページカラー印刷の桜の絵
に「サイタ サイタ サクラガサイタ」の韻文と合わせた内容であった。その目的は低学年から標準
語による発音の訓練のためだった24）。しかし、同じ「音声教育」を前提とする第五期の国語教科書で
は、巻一の最初の教材「ラジオ体操」からは文字が消え、赤い朝日の前で体操する子供たちだけが描
かれていた。
井上がこの新教材を取り入れた最も重要な理由は、標準語統一のためと軍部の要請にあった。彼は
「此処で文字無しに言葉の教育があるといふことを先づ第一に、はつきりと見せたい25）。と述べ、生
徒と教師は絵を見て自由に会話することによって標準語への発音練習と矯正も可能となると期待を込
めた。また、ラジオ体操と直結するこの教材なら、軍隊で使う「一 二 三 四」の号令の発音練習
にもなり、軍隊の訓練などでの方言からの影響を最低限に抑える効果が期待できるという26）。
実はこのような色刷りの全ページ挿絵の教材は当時の台湾と朝鮮の低学年教材にすでに採用されて
いた27）。また、井上は国民学校教科書の説明講演会では「今、台湾や朝鮮に於ける、又、外地に於け
る国語教育に於いては最初の一年に於いて出来るだけ一通り日本語が云へる様に訓練してをります。
出来るだけ正しい国語を授けて行くといふ方面では非常に努力してゐるのであります」と、植民地で
の国語教育を意識するような発言もあり、このような変化には第一回協議会での植民地の編集者たち
からの影響があったと言えよう28）。
３．加藤が主張する「外地」用日本語教科書とは
二回の国語対策協議会にとも出席した加藤は会後、自分が考える「日本語教科書」についての主張
をまとめ、台湾教育会会誌で発表した29）。以下はこれまで加藤の発言や発表した論文をまとめ、彼が
考える日本語教科書の要点をまとめてみた。
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（1）初級の教科書を最も重視する。
加藤が最も強調していたのは「教科書の編纂も、実際の指導も、最も骨が折れて、最も影響が大き
いのは初歩の段階である」とのことである。彼は「台湾の国民学校教科書に就いて」という文章の中
にも「欲をいえば全国各地方で、少なくとも下学年の教科書だけは別個のものを作らなければならぬ
のである」と自分の考え方を述べていた。
（2）初級段階では「政治性」を持つ教材にこだわらない。
日本語普及の最終の目的は日本国民性の涵養にあることは、内地と外地の編集者たち共通の理念で
ある。加藤は、日本語を使うことが「日本の国柄を理解させ、日本の国民性に親しみを持たせる」こ
とでもあると主張し、初級段階の教科書においては直接に国民精神や政治性を持つ教材にこだわらな
い方針であった30）。
（3）直接法を指導の基本原則とする。
「直接法」という教授法は初級から日本語を用いて授業を行い、生徒の日常生活に密接した内容を
教える方法である。しかし、直接法を原則とすれば、初級に入る前適切の準備期間が必要となるため、
教材の選択は最初から実物について直観させることが大切である。また、最初から多くの内容を望む
ことは無理なので、「日常早近の生活語、職場にあるものならそれに直接必要な言葉などの修練を図
るのが順序で、教材はこの線に沿って発展させるべきである」。
ただし、政治性を持つ教材にこだわらないことも、直接法による指導も、指導者が絶えずに日本語
を通して日本のことを理解させるという念頭を持つことが最も重要なことである。よって、加藤は教
科書を編纂する者の立場として、「出来るだけ親切に指導方法を示唆するやうな組立を考へなければ
ならない」と述べ、外地の日本語教育における「指導者」の重要性を強調した。
４．井上赳が考える外地の国語教科書について
井上が残った記録の中に、文部省の官僚としての発言や文章以外に、自ら外地の日本語教育につい
て言及することは少なかった。彼は『小学国語読本編纂史』において、国定本が外国での日本語教育
の使用に適していないとの論点を示した以外、個人的に外地における国語教科書の編纂に対する考え
方を述べることがほとんどなかった。その中、1944（昭和 19）年井上が文部省を退官する前日に開
かれた座談会では、井上は参加者の質問に応じ、外地（主に大東亜諸地域）における国語教育につい
て意見を述べた31）。
座談会では、同じ国語教育に携わっている石黒修から、外国では国定本を真似て新しい日本語教科
書が作られているが、内容や評判があまり良くないと述べ、その理由は教える相手に合わせるために
簡単な言葉を教材に入れ替え、内容も面白くなったのではないかと、井上に質問があった。この質問
をうけ、特に大東亜諸地域で使われる教科書の場合について、井上は「日本語といふものを初めて見
せられていく子供には、もっと行きかたの違ったものがなくちゃならぬ。さういふやうなことから、
はじめ昭和十四年頃からいはゆる文型といふやうなことが大事ぢゃないかといふやうなことを云った
こともあります。文型を整へて文型に従つてある程度出すとか、単語といふやうなものの語数を余ほ
ど揃へて、合理的な進歩のはうに向つて進めていくといふことも、大事な点だと思ひますけれども、
さういふ点を整へていくのに、相当これまた一つの手腕が要ると思ひますね。ところがさういふこと
をやる方が、さういっちゃ何ですけれども、案外表現法において拙い点があると思ふのです。あれを
もっと巧みにやったらもっと効果的なものが出来るんぢゃないですか。文型を示すものをやっても
もっとリズミックなものができるんぢゃないかと思ふ」と説明した。
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井上が外地での国語教科書編纂は「文型」と「教材のリズム感」が最も重要だとはっきり述べたの
は初めてだった。実際、この点も外地での国語教科書編纂において最も難しい部分であり、台湾の加
藤春城が第一学年の読本は国定本の真似をしないと強く主張する主な理由でもあった。
また、外地の国語教科書に関する発言以外に、井上は戦時下の軍国化教育について意見を述べた。
彼は「軍としても非常に国語教育の大事なことを感じてをるといふことです。新兵の養成には国語が
第一で、方言があったりすると間違いばかり起る。それを何とかして無理を起こさせないやうな訓練
をやってをる。それは今我々が狙ってゐる国語教育と完全に一致したものではないやうですが、しか
しそれは一致させることが必要です32）」と念をおすように述べた。参加者の一人藤谷重雄も「外地の
青年教育はその場合とよく似て居ります。国語教育一本といっていゝでせう。国語教育即戦力増強で
すからね」と、戦時下国語教育と軍の方針と密接な関連性を述べていた。
第一線で戦時下の皇国民教育を推進してきた井上のこの発言は、文部省官僚の本音と戦争下の現実
との矛盾点を露わにしたのである。学者出身の井上にとって、国語教育が戦力訓練の道具として使わ
れるのは本願ではないが、従わなければならない国の方針であったため、従うしかなかった。戦後、
井上はGHQに公職追放の枠に入れられそうになったが、自分の意志で軍部の指示に従ったのではな
く、努力したうえで軍の強圧に押されて仕方なく従ったと記した反証文を提出し、最後に公職追放令
を免れることができたのであった。
同じように矛盾を感じさせるような発言は加藤の記録にもあった。1942（昭和 17）年加藤が内地
の雑誌『日本語』で台湾の国語教育に存在する様々な課題について言及している中に、台湾人や高砂
族の日本語を内地の日本人と同じレベルまで教育するのが「無理なことのやうであるが、種々の事情
は今更退嬰を許さない」ので、学校の先生は「是が非でもこの困難を克服しなければならない33）」と
述べていた。井上と同じように、加藤も官僚として国の方針や指示を受ける際、様々な思いを胸に抱
いていたのであろう。
５．おわりに
本研究において、1937－1945 年における日本と台湾の国語教科書編集者井上赳と加藤春城の編纂理
念と主張を中心に考察を行ってきた。戦前日本の帝国主義統治では日本語教育の普及が重要な手段の
一つであったが、植民地やほかの占領地で日本語教育を担う日本人教育者たちと「内地」の交流も少
なく、ほとんど別々で行われていた。内地のエリート主導の国定教科書と植民地官僚が作る実務的な
教材に現れる違いは、国語対策協議会でさらに明らかとなった。その後、国語対策協議会で決められ
た統一な日本語教科書の編纂計画は実現されることはなかったが、その場にいた井上と加藤が受けた
影響はその後の教科書作りにも現れていた。今後は議論の幅を広げ、井上と加藤が作った国語教科書
の個別教材研究や比較研究を行い、両者の特徴と違いをさらに明らかにしたい。
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A Study of Japanese Language Textbooks for Japanese
Overseas Territories 1937-1945
― Comparing the Chief Editors for Japan and Taiwan ―
Hung Wen CHEN
The purpose of this study is to explore the differences between Inoue Takeshi, the chief textbook
editor for Japan and his Taiwanese counterpart, Katou Haruki, during the period of 1937-1945. They
first exchanged their ideas for creating language textbooks at the Japanese Language Policy
Conference of 1937. By analyzing the records of the Japanese Language Policy Conference, I found
that they had differing opinions on the applicability of and teaching methods for national-government
issued textbooks, as well as standard Japanese (hyoujungo) and kana orthography. However, they
exhibited similar philosophy regarding the selection of content and illustrations for teaching materials.
陳　　虹䓋
－ 34 －
